
―第66号（令和５年３月号）―

発行：高知市商工観光部産業政策課

TEL:088－823－9456
FAX:088－823－9492

が始まります

具体的には，現行の「区分記載請求書」に「登録番号」，「適用税率」及び「消費税額等」の記載が追加

されたものをいいます。

売手が買手に対して，正確な適用税率や消費税額等を伝えるための請求書やそれに類する書類

インボイス（適格請求書）とは？

≪売手(インボイス発行側）≫ ≪買手（インボイス受領側）≫

買手が仕入れにかかる消費税について仕入額控除の適用を受けるためには，原則として，インボイス

（適格請求書）の保存が必要です。

インボイス制度について

課税事業者でなければ登録を受けることは出来ません。

インボイスを交付できるのは，インボイス発行事業者に限られます。

インボイス発行事業者になるためには，登録申請を行い登録を受ける必要があります。

インボイス発行事業者登録制度

・ 申請提出先・・・税務署 ・ 申請書・・・国税庁HPから書式をダウンロードできます。



○ インボイス制度特設サイト

○ インボイスコールセンター （一般的なご質問にお答えします）

フリーダイヤル 0120-205-553 （無料） 受付時間 9：00～17:00 （土日祝は除く）

チャットボットの
ご利用はこちらから

インボイス特設サイト

ご利用はこちらから

○ 税務相談チャットボット

チャットボット 24時間自動

インボイス制度に関するお問合せ先 ：

免税事業者等からの課税仕入れに係る経過措置

控除可能 控除可能

免税事業者からの
仕入れ税額控除割合

（経過措置） ８０％ ５０％
最初の3年間

令和５年

１０月１日

次の3年間

令和11年

10月１日

令和８年

10月１日

下請事業者が課税事業者

になったにもかかわらず，

免税事業者であることを

前提に行われた単価から

の交渉に応じず，一方的

に従来どおりに単価を据

え置いて発注する行為

00

課税事業者にならなければ取引

価格を引き下げる，それにも応

じなければ取引を打ち切るなど

と一方的に通告すること。

また，課税事業者となるに際し，

価格交渉の場において明示的な

協議なしに価格を据置く場合も

同様です。

発注者が下請事業者に対し

て，免税事業者であること

を理由にして，消費税相当

額の一部又は全額を支払わ

ない行為

免税事業者との取引における留意点

詳しくは，
公正取引委員会HPへ


